
１． 高知県地域環境保全基金の残高等

②

③

④

⑤

⑥

２． 保有割合

⑧

⑨

⑩

保有割合の算定根拠　

運用型：運用益見込額÷事業費（次年度見込額）　

取崩型：基金残高÷事業費（次年度から終了年度までの見込額）

３． 事業一覧

合計 一般財源等 基金充当額

1 902,110 0 902,110 50% 1,039,841 4,424,841

2 1,684,100 304,100 1,380,000 36% 1,380,000 6,900,000

3 4,022,366 424,366 3,598,000 48% 4,398,000 20,488,000

4 7,560,512 27,580 7,532,932 28% 6,948,000 10,740,000

5 17,556,882 13,111,529 4,445,353
運用益を一般財源
に繰入 75% 4,424,000 22,120,000

6 4,660,425 3,753,425 907,000 42% 907,000 4,535,000

7 15,869,300 0 15,869,300 93% 15,874,000 79,370,000

8 15,327,411 203,709 15,123,702 51% 25,375,000 61,460,000

9 － － R5年度新規 － 550,000 550,000

10 － － R5年度新規 － 14,000,000 42,000,000

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

67,583,106 17,824,709 49,758,397 74,895,841 252,587,841

４．基金事業の目標に対する達成度

（別紙）

金額（単位:円） 備　考

基金総額（前年度末基金残高） 303,421,488

うち、国費相当額 151,710,744

うち、地方負担相当額 151,710,744

うち、負担附寄附金等

基金運用益 75,344
一般財源に繰入

基金事業の事業費に充当

その他収入

負担附寄附金等

返納額 0

基金執行額（処分額） 49,758,397 内訳は下表のとおり

基金残高 253,663,091 （＝①＋③＋④－⑤－⑥）

うち、国費相当額 126,831,546

うち、地方負担相当額 126,831,546

うち、負担附寄附金等

次年度の基金類型 取崩型 金額（単位:円） 備考

基金残高 253,663,091

事業費（次年度から終了年度までの見込額） 252,587,841

保有割合 1.004 =（⑧／⑨）

事業費

公共交通利用促進啓発事業

環境共生型住宅普及促進事業

協働の森フォーラム

地球温暖化対策普及啓発事業

高知県環境活動支援センター事業

地球温暖化対策人材育成事業

環境保全普及啓発等事業

脱炭素社会推進普及啓発事業

水素燃料電池車普及活動事業

脱炭素ポータルサイト構築事業

合　　　計

成果実績 7334千t-CO2

目 標 値 7,214千t-CO2

達 成 度 89.8%

①
内訳

⑦
内訳

番号 事業名 備考 達成度
事業費

（次年度）
事業費

（終了まで）

成果指標

　高知県における森林吸収量は反映した温室効果ガスの排出量（電気のCO2排出係数固定）を2013年度
（8,389千t-CO2）比で2027年度までに14％削減する。

※令和３年３月に高知県地球温暖化対策実行計画が改定されたことに伴い、2013年（基準年）の数値を8,257t-CO2から
8,389千t-CO2に、目標値を7,101千t-CO2から7,214千t-CO2に変更しています。



（別紙１）

１． 高知県地域環境保全基金の残高

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

２． 事業一覧

合計 一般財源等 基金充当額

1 902,110 0 902,110

2 1,684,100 304,100 1,380,000

3 4,022,366 424,366 3,598,000

4 7,560,512 27,580 7,532,932

5 17,556,882 13,111,529 4,445,353
運用益75,344円は
一般財源に繰入

6 4,660,425 3,753,425 907,000

7 15,869,300 0 15,869,300

8 15,327,411 203,709 15,123,702

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

67,583,106 17,824,709 49,758,397

年度 項　目 金　額（円） 備　考

年度当初基金残高 350,534,878

基金運用益 57,636

寄付金等収入

処分額 47,113,390

年度当初基金残高 303,421,488 （＝①＋③－④）

基金運用益 75,344

寄付金等収入

処分額 49,758,397 内訳は下表のとおり

年度末基金残高 253,663,091 （＝⑤＋⑦－⑧）

事業費

公共交通利用促進啓発事業

環境共生型住宅普及促進事業

協働の森フォーラム

地球温暖化対策普及啓発事業

高知県環境活動支援センター事業

地球温暖化対策人材育成事業

環境保全普及啓発等事業

脱炭素社会推進普及啓発事業

合　　　計

令和３年度

令和４年度

番号 事業名 備考



事業番号 1

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

令和４年度 事業報告書

事 業 名 公共交通利用促進啓発事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成30年度

担当部署 中山間振興・交通部　交通運輸政策課 終了年度 令和９年度

事業概要
小学生向け公共交通利用促進啓発パンフレット等の制作・配布業務を委託する。

委託先
川北印刷株式会社

特になし

目的
小学生向け公共交通利用促進啓発パンフレット等を制作・配付することで、公共交通の利用促進を図り、温室効果ガス排出
量の低減につなげる。

目標（値）
各年度において、県内全ての小学校の全児童（バス・電車の乗り方ガイドブックは小学校４年生のみ）に対し、公共交通利
用促進啓発パンフレット等の配付を実施する。
※参考（R３年度実績）
①バス・電車割引パスポート：37,800部
②イベントリーフレット：38,600部(公共交通事業者配布分含む)
③バス・電車乗り方ガイドブック：6,200部（小学校４年生のみ）

①バス・電車割引パスポートの制作・配付（県内全小学生対象）37,450部
　○休日のバス・電車利用が小人運賃の半額になる割引パスポ－トの制作・配付を行った。
　○交通事業者への割引パスポートの取組に対する協力依頼については県が行った。

②イベントリーフレットの制作・配付（県内全小学生対象）38,250部
　○夏場に実施される公共交通利用促進イベントのリーフレットの制作・配付を行った。　
　○ＮＰＯ、交通事業者、県等が協力して実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　

③バス・電車乗り方ガイドブックの制作・配付（小学校４年生のみ）6,450部
　○バスや路面電車、鉄道などの乗り方をレクチャーするガイドブックの制作・配付を行った。またガイドブックを活用し
交通事業者が県内の小学校で出前授業を実施し、その中で公共交通を利用することによる温室効果ガスの排出削減効果につ
いて普及啓発を行った。 



事業番号 1

令和４年度 事業報告書

事 業 名 公共交通利用促進啓発事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成30年度

担当部署 中山間振興・交通部　交通運輸政策課 終了年度 令和９年度

５．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

716 826 866 834 903 1,040 1,040 1,040 1,040 1,040

716 1,542 2,408 3,242 4,145 5,185 6,225 7,265 8,305 9,345

６．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10%

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

職員旅費 0 

講師旅費 0 

印刷製本費 0 

借料 0 

委託費 902,110 902,110 パンフレット等制作・発送

負担金 0 

合計 902,110 0 902,110 （単位：円）

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）
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事業番号 2

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

令和４年度 事業報告書

事 業 名 環境共生型住宅普及促進事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成22年度

担当部署 林業振興・環境部木材産業振興課 終了年度 令和９年度

　平成21年度に環境省の事業「21世紀環境共生型住宅のモデル整備による建設促進事業」（補助率10／10）を活用し、建設
した「こうちエコハウス」を広く一般に公開し、その良さを認識、体験していただくことにより、環境への理解や関心を高
め、環境に優しい家づくりや高断熱化、木質化による省エネ住宅の普及に向けた取り組みにつなげる。
　令和２年度からは、従来の相談窓口を拡充しており、木材利用総合相談窓口として活用することで、木造住宅等における
木材利用のさらなる普及を目指す。

平成20年度環境共生地域づくり補助金（21世紀環境共生型住宅のモデル整備による建築促進事業）交付要綱
（平成21年３月10日付け環政計発第090310001号）

目的
住民に「こうちエコハウス」のメリットを直接体験してもらい、環境負荷の少ない地域づくりを目指す。

目標（値）
来館者数：1,000人（年間）

「こうちエコハウス」の運用管理及び広報を民間事業者へ委託する。業務内容は以下のとおり。
①日常的な清掃や建物・設備の管理
②開館日に担当者が常駐し、来館者に対応
③テレビ・フェイスブック等での広報活動や、セミナー、住宅相談会等のイベントを実施
④施設の利用を希望する方からの申請への対応

来場者数：345人



事業番号 2

令和４年度 事業報告書

事 業 名 環境共生型住宅普及促進事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成22年度

担当部署 林業振興・環境部木材産業振興課 終了年度 令和９年度

５．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

718 752 767 1,916 1,685 1,726 1,380 1,380 1,380 1,380

11,295 12,013 12,765 13,532 15,448 17,133 18,859 20,239 21,619 22,999 24,379

６．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

10% 9% 8% 6% 3% 12% 13% 13% 13% 13%

10% 19% 27% 33% 36% 48% 61% 74% 87% 100%

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

職員旅費 0

講師旅費 0

印刷製本費 0

借料 0

委託費 1,684,100 304,100 1,380,000
こうちエコハウスの管理委託に係る事業費
（人件費、水道代、電気代、木質ペレット代
草刈り代、通信費、駐車場代、諸経費）

負担金 0

合計 1,684,100 304,100 1,380,000 （単位：円）

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）
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事業番号 3

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

　　　　　　　

令和４年度 事業報告書

事 業 名 協働の森フォーラム 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成18年度

担当部署 林業振興・環境部　林業環境政策課 終了年度 令和９年度

事業概要：
○企業や団体・市町村・森林組合及び県民を対象として、地球温暖化についてや森林の再生などの理解を深めるフォーラム
の運営業務を委託

委託先：株式会社高知広告センター

目的
「環境先進企業との協働の森づくり事業」のパートナーズ協定者である高知県、企業・団体、市町村、森林組合等に加え、
一般県民が集まり、地球温暖化や森林の再生などの理解や関心を高めるための普及・啓発を行う。
実績（値）
参加者数　189名　(うちオンライン67名)

第16回協働の森フォーラムの運営等委託
・高知県から協定10・５周年企業へ感謝状の贈呈
　10周年企業：KNT-CTホールディングス株式会社、井上石灰工業株式会社
　５周年企業：該当なし
・SDGsと協働の森に関する基調講演
　講師：生物学者/早稲田大学名誉教授　池田　清彦　氏
・企業・団体、市町村等による協働の森づくり事業の取り組みに関するパネルディスカッションの開催
　コーディネーター：高知大学 農林海洋科学部農林資源環境科学科長　教授　鈴木 保志　氏
　パネリスト：高知機型工業株式会社　取締役副社長　北 泰子　氏
　　　　　　　井上石灰工業株式会社　代表取締役社長　井上 孝志　氏
　　　　　　　四万十町長　中尾 博憲　氏

フォーラム参加者目標を達成するため、以下の活動を実施した。
　・企業・団体、市町村、森林組合等へのチラシ配布
　・テレビCMでの放送
　・新聞広告への広告掲載
　・Facebook広告実施
　・会場参加とオンライン視聴のハイブリッド開催

※パートナーズ協定・・・企業・団体、市町村（森林組合等）、高知県による３者（又は４者）による協定を締結する。企
業・団体から協賛金を提供していただき、各市町村の手入れの行き届かない森林（市町村有林等）の整備を行うことで、CO2
吸収等の森林の持つ公益的機能を高める。県はコーディネーターとして企業と市町村の総合調整を行う。



事業番号 3

令和４年度 事業報告書

事 業 名 協働の森フォーラム 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成18年度

担当部署 林業振興・環境部　林業環境政策課 終了年度 令和９年度

５．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

3,836 4,066 4,107 6,006 4,023 4,599 3,914 3,914 6,327 3,914

4,305 8,141 12,207 16,314 22,320 26,343 30,942 34,856 38,770 45,097 49,011

６．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

7% 8% 11% 13% 9% 11% 11% 10% 10% 10%

7% 15% 26% 39% 48% 59% 70% 80% 90% 100%

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

委託費 3,849,826 269,826 3,580,000 
全般・企画立案等、運営・広報等、成
果品・報告書作成

記念品費 129,000 129,000 0 

食料費 8,000 8,000 0 

プロポーザル委員謝金 18,000 0 18,000 

借料 17,540 17,540 0 

広告封入料 0 0 0 ※委託費に含む

合計 4,022,366 424,366 3,598,000 （単位：円）

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

～
平
成
２
９年
度

平
成
３０
年
度

令
和
元
年
度

令
和
２年
度

令
和
３年
度

令
和
４年
度

令
和
５年
度

令
和
６年
度

令
和
７年
度

令
和
８年
度

令
和
９年
度

進捗状況

進捗率（単年度） 進捗率（累計）



事業番号 4

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

令和４年度 事業報告書

事 業 名 地球温暖化対策普及啓発事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成30年度

担当部署 林業振興・環境部  環境計画推進課 終了年度 令和９年度

効果的な情報発信を行いながら県民を巻き込んだ地球温暖化防止活動に資する取組を委託する。

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）
高知県環境基本条例（平成８年高知県条例第４号）

目的
　地球温暖化問題については、平成27年に開催された気候変動枠組条約第21回締約国会議において、「パリ協定」が採択さ
れ、国際的な取組が大きく動き出しており、それに伴い高知県内における地球温暖化対策も喫緊の課題となっている。
　しかし、令和３年度に実施した県民世論調査では、地球温暖化問題に対して「関心がある」と回答した県民は86.5％と高
い結果であるものの、各取組の実施率は高いとは言えない。
　このため、効果的な情報発信により、省エネルギー行動などの地球温暖化対策を実行に移す県民の増加を図る。

目標（値）
　平成30年度に当事業で制作したホームページ「Ｍｙスイッチ！Ｇｏクール！」のページビュー数。
　令和９年度：ホームページのページビュー数：350,000PV

　地球温暖化対策を行ったことによる効果（環境負荷）を見える化することで、省エネルギー行動や再生可能エネルギー導
入等の地球温暖化対策を実行に移す県民の増加を図るため、ホームページ「Ｍｙスイッチ！Ｇｏクール」に新たな機能を持
つWEBページ（「web版環境パスポート」）を構築した。

①WEBページの構築事業
　下記の機能を有するWEBページを構築した。
　（１）環境家計簿の登録
　　　　個人や企業の電気、ガスの使用量や環境にやさしい買い物の回数（レジ袋を使用しなかった回数等）を入力する
　　　　ことで、CO2の排出量や削減量を見える化する機能
　（２）環境にやさしい取組の投稿
　　　　ユーザーが実践した環境にやさしい取組を投稿できる機能
　（３）環境関連イベントへの参加の報告
　　　　県内の環境関連イベントの情報を告知し、イベントに参加したユーザーが参加報告を行える機能
　（４）キャンペーン応募
　　　　上記（１）～（３）の取組を行ったユーザーに対してWEBページでポイントを付与し、貯まったポイントを使って
　　　　抽選で賞品が当たるキャンペーンに応募できる機能

②地球温暖化対策普及啓発ホームページ運営保守
　当事業で制作したホームページ「Ｍｙスイッチ！Ｇｏクール！」の運営保守の実施

○実績（目標）
　ホームページページビュー数
　・Ｍｙスイッチ　：21,666PV
　・環境パスポート：95,948PV　（目標：42,000PV ※令和9年度HPのPV350,000PV×R4事業目標進捗率12％）



事業番号 4

令和４年度 事業報告書

事 業 名 地球温暖化対策普及啓発事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成30年度

担当部署 林業振興・環境部  環境計画推進課 終了年度 令和９年度

５．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

6,425 8,617 7,058 9,305 7,561 6,978 948 948 948 948

6,425 15,042 22,100 31,405 38,966 45,944 46,892 47,840 48,788 49,736

令和５年度以降は、基金処分見込額

６．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

10% 3% 3% 6% 6% 14% 14% 14% 14% 14%

10% 13% 16% 22% 28% 42% 57% 71% 86% 100%

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

旅費 580 580

報償費 27,000 27,000

使用料及び賃借料 0 

委託費（WEB） 6,585,876 6,585,876 WEBページの構築

委託費 947,056 947,056 保守業務、障害対応等

合計 7,560,512 27,580 7,532,932 （単位：円）

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）

事業者の決定に係る経費
(プロポーザル方式)
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事業番号 5

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

令和４年度 事業報告書

事 業 名 高知県環境活動支援センター事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成19年度

担当部署 林業振興・環境部　自然共生課 終了年度 令和９年度

概要　
　環境活動支援センターえこらぼの運営について委託する。

委託先
　特定非営利活動法人環境の杜こうち

　環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（平成15年法律第130号）

目的
　県民による環境活動や環境学習を推進するため、環境情報の発信や環境学習講師の派遣、環境イベントの開催、生物多様
性の保全の普及活動などの事業を高知県環境活動支援センターえこらぼが実施することにより、県民一人ひとりの環境への
関心を高めて環境にやさしいライフスタイルの輪を広げ、地球温暖化対策が進んだ脱炭素社会等の構築を目指す。

目標(値)
　①ホームページやメルマガでの情報発信：毎月４回以上
　②講師の派遣：年間受講者数2,500人以上
　③環境絵日記事業：応募作品数4,000作品以上
　④こどもエコクラブ事業：年１回以上の交流会の開催
　⑤環境イベントの開催：年１回以上300人以上の参加

①情報発信（メールマガジン配信：毎週火曜日、メールマガジン登録者数：1,049名）
　　ホームペ－ジやメールマガジンで環境イベントの開催情報や環境活動に対する助成金情報等の配信し、県民が環境
　活動に参加するきっかけづくりや県内で環境活動を行う個人・団体への支援を行った。  
②講師の派遣（環境学習受講者数：2,942人）
　　学校等からの環境学習に関する相談に対し、適切な環境学習講師の紹介を行った。また、学校で環境学習を積極的に
　取り組んでもらうため、環境学習プログラムを作成・配布を行った。
③環境絵日記事業（参加小学校数：83校　応募作品数：3,586作品）
　　県内の小学生を対象に、子どもたちが夏休みに環境について考え、行動し、その経験を絵日記に表現することで、
　温暖化等の環境への意識や理解を育むことを目的とした環境絵日記コンテストを実施。また、優秀賞作品は環境
　イベントで展示する等、環境保全の普及啓発につながった。
④こどもエコクラブ事業（登録クラブ数：16クラブ）
　　令和５年３月に「子どもエコ活交流会」を開催し、県内のこどもエコクラブおよび子どもが主体となり環境活動に
　取り組んでいるグループを対象としたオンライン交流会を開催した。交流会では、高知県内で環境に配慮した事業活動を
　行う企業２社による発表も行い、発表後は活発な質疑応答が行われ、有意義な学びの時間となった。
⑤環境イベントの開催　「環境活動見本市  in  室戸市－東部のエコ大集合－」（来場者数：124人　出店・参加者数：14団
体・個人）
　　高知県東部地域の環境活動団体や環境学習講師の活動を地域に紹介するとともに、体験型学習イベントを開催



事業番号 5

令和４年度 事業報告書

事 業 名 高知県環境活動支援センター事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 平成19年度

担当部署 林業振興・環境部　自然共生課 終了年度 令和９年度

５．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

15,951 16,406 17,265 17,499 17,557 18,309 17,900 17,900 17,900 17,900

15,951 32,357 49,622 67,121 84,678 102,987 120,887 138,787 156,687 174,587

６．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

5% 6% 3% 5% 4% 5% 5% 5% 5% 5%

53% 58% 63% 66% 71% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

職員旅費 0 

講師旅費 0 

印刷製本費 0 

借料 0 

委託費 17,556,882 13,111,529 4,445,353 

負担金 0 

合計 17,556,882 13,111,529 4,445,353 （単位：円）

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）
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事業番号 6

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

令和４年度 事業報告書

事 業 名 地球温暖化対策人材育成事業[令和４年度地球温暖化防止県民会議（県民部会）活動推進事業] 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 令和３年度

担当部署 林業振興・環境部　環境計画推進課 終了年度 令和９年度

効果的な情報発信を行いながら県民を巻き込んだ地球温暖化防止活動に資する取組を委託する。

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）
高知県環境基本条例（平成８年高知県条例第４号）

目的
　地球温暖化問題については、平成27年に開催された気候変動枠組条約第21回締約国会議において、「パリ協定」が採択さ
れ、国際的な取組が大きく動き出しており、それに伴い高知県内における地球温暖化対策も喫緊の課題となっている。
　しかし、令和３年度に実施した県民世論調査では、地球温暖化問題に対して「関心がある」と回答した県民は86.5％と高
い結果であるものの、各取組の実施率は高いとは言えない。
　このため、将来を担う若い世代（中高生および大学生）を対象に、興味・関心を持ってもらう、また、実際に省エネル
ギー行動等の地球温暖化対策の普及啓発活動に加わり、主体的に行動できる地球温暖化防止活動学生推進員（以下「学生推
進員」という）として活動する人材の増加を図る。

目標（値）
　高知県地球温暖化防止活動学生推進員に登録した学生の数
　令和９年度：５０名

　特に将来を担う若い世代を対象とした研修会等の開催、その後のフォローアップ等により主体的かつ継続的に地球温暖化
対策の普及啓発活動に携わる人材の育成を行った。

１．地球温暖化防止に関する研修会の開催
　若い世代に対し、体験等を通じ学ぶことができる研修会やワークショップを実施した。また、実施による普及啓発の成果
をアンケート調査等により把握した。

２．ホームページ、SNSを活用した情報発信
　高知県の地球温暖化対策を掲載するWEBサイト「Myスイッチ！Goクール！<https://myswitch.pref.kochi.lg.jp/>」や
Instagramを活用し、推進員の活動事例紹介や、企画ワークショップ、研修会開催等の情報発信を行った。

３．研修に参加した学生のフォローアップ
　学生推進員に対して高知県地球温暖化防止活動推進センター事業、県民部会事業などで行うイベントや出前授業等を紹介
し、実践活動への参加を促した。
　実績：小学校における出前講座の講師として派遣、温暖化防止や脱炭素関連普及啓発動画の制作、
　　　　県内実施の環境イベントへの協力、学生推進員ミーティングの実施等

＜学生推進員推移（実績）＞
平成30年度：３名、令和元年度：４名、令和２年度：４名、令和３年度：３名、令和４年度：７名
※｢６．進捗状況｣の進捗率に反映させています。（目標値は、令和９年度にのべ５０名）



事業番号 6

令和４年度 事業報告書

事 業 名 地球温暖化対策人材育成事業[令和４年度地球温暖化防止県民会議（県民部会）活動推進事業] 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 令和３年度

担当部署 林業振興・環境部　環境計画推進課 終了年度 令和９年度

５．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

903 4,661 3,998 3,998 3,998 3,998 3,998

0 0 0 903 5,564 9,562 13,560 17,558 21,556 25,554

６．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

6% 8% 8% 6% 14% 12% 12% 12% 12% 12%

6% 14% 22% 28% 42% 54% 65% 77% 88% 100%

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

職員旅費 0 

講師旅費 0 

印刷製本費 0 

借料 0 

委託費 4,660,425 3,753,425 907,000 研修会の開催、チラシの作成

負担金 0 

合計 4,660,425 3,753,425 907,000 （単位：円）

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）
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事業番号 7

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

令和４年度 事業報告書

事 業 名 環境保全普及啓発等事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 令和３年度

担当部署 林業振興・環境部　自然共生課 終了年度 令和９年度

県民参加型の動植物調査やセミナーの実施を委託する。

委託先：公益財団法人高知県牧野記念財団
　　　　認定ＮＰＯ法人四国自然史科学研究センター

高知県環境基本条例
高知県自然環境保全条例
高知県希少野生動植物保護条例

目的
　各地域のボランティア等県民参加型の県内動植物調査の実施により、直接的体験を通じて自然への理解を深め、地球温暖
化や気候変動による被害や影響の可能性を予見する能力を身につけてもらうことにより、環境問題の普及啓発と人材育成を
推進するとともに、地域環境の変化を知る基礎資料とする。

目標
ボランティアの参加者数　のべ400人（年間）

(１)県民参加型：既存のNPO団体等との協力、地域のボランティアを募集
　　野生植物分布調査ボランティア参加者数：のべ1,317名
　　野生生物分布調査ボランティア参加者数：のべ254名
(２)体　　　 験：県内の動植物分布調査、外来種植物の防除等環境保全活動
(３)普 及 啓 発：地域の動植物の環境（生態系）を学ぶセミナーやワークショップ、各地域での野生動植物の生息状況、
                 外来種の被害報告会の実施
(４)人 材 育 成：種の同定や標本づくりなど地域の環境保全のための実践活動を行う人材育成、環境保全活動を行ってい
                 る人材のネットワークの構築
(５)基礎資料の収集：普及啓発活動に資する動植物の分布データ、標本、種子などのアーカイブを作成



事業番号 7

令和４年度 事業報告書

事 業 名 環境保全普及啓発等事業 新規・継続区分 継続

事 項 名 開始年度 令和３年度

担当部署 林業振興・環境部　自然共生課 終了年度 令和９年度

５．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

22,677 15,870 15,874 15,874 15,874 15,874 15,874

0 0 0 22,677 38,547 54,421 70,295 86,169 102,043 117,917

６．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

37% 56% 1% 1% 1% 1% 1%

0% 0% 0% 37% 93% 94% 96% 97% 99% 100%

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

職員旅費 0 

講師旅費 0 

印刷製本費 0 

借料 0 

委託費 15,869,300 0 15,869,300 人件費、講師謝金、実習消耗品、高速通行料等

負担金 0 

合計 15,869,300 0 15,869,300 （単位：円）

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）
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事業番号 8

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

令和４年度 事業報告書

事 業 名 脱炭素社会推進普及啓発事業 新規・継続区分 新規

事 項 名 開始年度 令和４年度

担当部署 林業振興・環境部　環境計画推進課、総務部　広報広聴課 終了年度 令和９年度

　県民の気候変動に対する問題意識の醸成、温室効果ガス削減行動の実践・行動変容を促すため、複数の媒体を用いた効果
的な普及啓発事業を委託する。

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）
高知県環境基本条例（平成８年高知県条例第４号）

　地球温暖化問題については、2018年10月に公表された「IPCC1.5℃特別報告書」において、「パリ協定」の目的である産業
革命以降の世界の平均気温の上昇を２℃よりリスクの低い1.5℃未満に抑える必要性が指摘され、このためには、2050年頃ま
でに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする必要があるとされている。
　しかし、令和３年度に実施した県民世論調査では、「世界全体で2050年カーボンニュートラルにする必要があることを
知っている」と回答した県民は18.9％と認知度が低く、今後、県民に広くカーボンニュートラルに関する普及啓発を行って
いく必要がある。
　県では、令和３年度中にカーボンニュートラルの達成に向けた具体的な取組の道筋を示すものとして、「脱炭素社会推進
アクションプラン」を策定することとしており、本事業によりアクションプランの内容や具体的な温暖化対策の取組事例等
を幅広く普及啓発することで、気候変動に危機感を持ち、省エネルギー行動などの地球温暖化対策を実行に移す県民の増加
を図る。

目標（値）
　高知県県民世論調査結果
　令和９年度：
　・県がカーボンニュートラルに取り組んでいることを知っている：90%
　・温暖化対策に何かしら取り組んでいる：100%

　気候変動の現状やカーボンニュートラルに向けた具体的な取組内容等を、マスメディア（テレビ、新聞）等の活用や、シ
ンポジウム等の実施により広く普及啓発することで、気候変動に危機感を持ち、省エネルギー行動などの地球温暖化対策を
実行に移す県民の増加を図る。なお、効果的な情報発信方法や内容については、プロポーザルによる提案を求めることとし
ている。

①普及啓発特別番組等制作事業　気候変動やカーボンニュートラルに関する特別番組の制作、放映を実施。　
　Ｒ４年度実績　○テレビ広報特別番組の放送　※番組宣伝含む
　　　　　　　　・本放送：令和４年６月25日（土）12時～12時半　・再放送：令和４年７月３日（日）15時～15時半
②普及啓発CM、デジタルサイネージ掲載事業
　気候変動やカーボンニュートラルに関するCMやデジタルサイネージの制作、放映を実施。
　Ｒ４年度実績　○特別番組に付随する企画の放送
　　　　　　　　・地元情報番組内での放送　・関連素材（myスイッチGOクールの取り組み）のCM
③新聞広告掲載事業
　気候変動やカーボンニュートラルに関する新聞広告の制作、掲載を実施。
　Ｒ４年度実績　高知新聞へ計4回新聞広告を掲載
「7/30掲載⇒9/10開催シンポジウム案内」「8/1掲載⇒8/24開催分セミナー案内」
「10/23掲載⇒9/10シンポジウム開催報告」「10/24掲載⇒11/16開催分セミナー案内」
④シンポジウム開催事業
　気候変動やカーボンニュートラルに関する有識者、県民代表等を招聘し、講演会、パネルディスカッション等を実施。
　Ｒ４年度実績　9/10高知県脱炭素シンポジウムの開催　442名
⑤冊子作成事業
　具体的な省エネルギー活動等を紹介するリーフレットの制作。
　Ｒ４年度実績　高知家ゼロカーボン・アクションＢＯＯＫ（ライフスタイル編、事業者編）等の作成
              　計10,300部(県民向け6,000部　事業者向け4,000部　子ども向け300部）
⑥オンラインセミナー開催事業
　具体的な省エネルギー活動等や実施手順等を紹介するオンラインセミナーの開催。
　Ｒ４年度実績　脱炭素セミナーの開催　190名（基礎編：103名　実践編：87名）

目標（令和４年度実績）
　高知県県民世論調査結果
　・県がカーボンニュートラルに取り組んでいることを知っている：11%
　・温暖化対策に何かしら取り組んでいる：90%



事業番号 8

令和４年度 事業報告書

事 業 名 脱炭素社会推進普及啓発事業 新規・継続区分 新規

事 項 名 開始年度 令和４年度

担当部署 林業振興・環境部　環境計画推進課、総務部　広報広聴課 終了年度 令和９年度

５．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

15,327 25,405 10,073 10,072 8,030 8,030

0 0 0 0 15,327 40,732 50,805 60,877 68,907 76,937

６．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

51% 10% 10% 10% 10% 10%

0% 0% 0% 0% 51% 61% 71% 81% 90% 100%

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

職員旅費 12,931 12,931 0

講師旅費 190,778 190,778 0 

印刷製本費 0 0 0 

借料 0 0 0 

負担金 0 0 0 

委託費（広報番組制作） 2,326,500 0 2,326,500 ４．実施内容等の①

委託費（シンポジウム） 11,162,492 0 11,162,492 ４．実施内容等の②、③、④、⑥

委託費（冊子作成） 1,634,710 0 1,634,710 ４．実施内容等の⑤

合計 15,327,411 203,709 15,123,702 （単位：円）

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）
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